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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月

売上高 (百万円) 89,080 84,818 76,548 73,554 69,283

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 1,031 1,405 △1,296 980 714

当期純損益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △3,609 392 △3,342 △2,715 △7,077

純資産額 (百万円) 15,779 15,357 12,443 9,642 2,170

総資産額 (百万円) 116,492 101,789 99,790 66,243 46,582

１株当たり純資産額 (円) 219.16 213.30 172.83 133.96 30.16

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △50.14 5.45 △46.42 △37.72 △98.33

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.55 15.09 12.47 14.56 4.66

自己資本利益率 (％) △22.87 2.52 △24.05 △24.59 △119.82

株価収益率 (倍) △2.29 27.90 △2.18 △3.23 △1.75

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,296 5,661 △4,887 26,787 3,094

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,768 5,594 3,238 610 433

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 264 △14,663 △187 △29,789 △1,482

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 8,793 5,459 3,545 1,894 4,597

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
3,682

〔330〕

3,497

〔373〕

2,959

〔351〕

2,894 

〔369〕

2,878

〔417〕

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失であり、かつ希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用

している。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月

売上高 (百万円) 67,492 65,570 57,338 57,525 54,030

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 691 1,221 △1,088 630 137

当期純損失(△) (百万円) △2,454 △794 △2,468 △3,602 △10,289

資本金 (百万円) 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600

発行済株式総数 (千株) 72,000 72,000 72,000 72,000 72,000

純資産額 (百万円) 19,555 18,580 16,194 12,606 2,338

総資産額 (百万円) 55,237 56,330 56,881 51,124 40,310

１株当たり純資産額 (円) 271.60 258.07 224.95 175.14 32.49

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

2.50

(―)

2.50

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損失 
(△) 

(円) △34.09 △11.04 △34.29 △50.05 △142.95

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.4 33.0 28.5 24.7 5.8

自己資本利益率 (％) △12.55 △4.17 △14.20 △25.02 △137.69

株価収益率 (倍) △3.37 △13.77 △2.95 △2.44 △1.20

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
1,712

〔193〕

1,689

〔203〕

1,521

〔198〕

1,476 

〔211〕

1,571

〔250〕

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、1株当たり当期純損失であり、かつ希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株

当たり当期純利益金額の各数値は発行済株式数から自己株式数を控除して計算している。 

４ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用

している。 
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２ 【沿革】 

昭和２年８月 河合楽器研究所を創立。ピアノの製造・販売を開始。 

昭和４年６月 河合楽器製作所と改称。 

昭和10年３月 合名会社河合楽器製作所と改組。 

昭和26年５月 株式会社河合楽器製作所と改組。 

昭和29年１月 名古屋証券取引所に上場。 

昭和31年１月 北海道支店、九州支店を開設し販売体制を整える。 

昭和31年４月 名古屋支店を開設。 

昭和31年８月 仙台支店、東京支店を開設。 

昭和31年10月 カワイ音楽教室を創設。 

昭和32年４月 木材処理工場として静岡県浜名郡新居町に新居工場完成。 

昭和35年１月 国内販売の強化を図るため、全国主要都市に営業所・出張所を開設、直営店制度へ

の第一歩を踏み出す。 

昭和35年５月 カワイ電子オルガンの製造を開始。 

昭和35年11月 東京証券取引所に上場。 

昭和36年１月 ピアノ組立工場として静岡県浜名郡舞阪町に舞阪工場完成。 

昭和36年７月 大阪支店開設。大阪証券取引所に上場。 

昭和36年10月 東京、名古屋、大阪の三証券取引所市場第一部に指定。(現在は東京証券取引所第一

部にのみ上場。) 

昭和38年５月 アメリカ合衆国カリフォルニア州ロスアンゼルス市に、現地販売会社カワイアメリ

カコーポレーション(現・連結子会社)を設立。 

昭和40年５月 ピアノ調律会社として静岡県浜松市に株式会社河合楽器サービス・センター(現・連

結子会社)を設立。 

昭和40年12月 販売金融制度確立のため北海道、仙台、東京、大阪、九州に月販会社を設立。のち

合併により株式会社カワイアシスト(旧 カワイ月販株式会社)(静岡県浜松市)(現・

連結子会社)となる。 

昭和41年４月 カワイ音楽教室中央講師養成所(現カワイ音楽学園)を創設。 

昭和41年12月 電子楽器専門メーカー テスコ株式会社(株式会社カワイウッド(現 株式会社カワ

イ情報サービス)に吸収合併)を系列化し電子楽器部門の充実を図る。 

昭和42年６月 カワイ体育教室を創設。 

昭和51年２月 圧延異形金属加工を開始。 

昭和51年９月 西ドイツ(現 ドイツ連邦共和国) ハーン市に現地販売会社カワイドイチェランド

GmbH.(カワイヨーロッパGmbH.に吸収合併)を設立。 
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昭和54年12月 西ドイツ ハーン市に欧州統括販売会社カワイヨーロッパGmbH.(現・連結子会社)を

設立。 

昭和55年３月 金属圧延加工専門工場として長野県松本市にカワイ精密金属株式会社(現・連結子会

社)を設立。 

昭和55年９月 グランドピアノ専門工場として静岡県磐田郡竜洋町に竜洋工場及び研究所完成。 

昭和60年２月 ソフトウェアの開発販売及びOA機器の販売・保守会社として株式会社カワイビジネ

スソフトウェア(静岡県浜松市)(現・連結子会社)を設立。 

昭和60年９月 楽器等の梱包、保管及び配送業務を目的として株式会社カワイ流通サービス(静岡県

浜松市)(現・連結子会社)を設立。 

昭和63年３月 アメリカ合衆国イリノイ州ラグランジバーク市に、アメリカの電子楽器生産拠点と

してミディミュージックセンターInc.(現・連結子会社)を設立し、「ラウリー」ブ

ランドで生産販売を開始。 

昭和63年８月 アメリカ合衆国ノースカロライナ州リンカーントン市に、現地ピアノ生産会社カワ

イアメリカマニュファクチュアリングInc.(現・連結子会社)を設立。 

平成元年４月 ゴルフ場の運営会社としてジャパンレジャー開発株式会社を設立。 

平成３年12月 マレーシア タワウ市に、現地楽器部品生産会社カワイアジアマニュファクチュア

リングSDN.BHD.(現・持分法適用非連結子会社)を設立。 

平成４年10月 研究開発施設として、静岡県浜松市都田町に中央研究センター完成。 

平成13年４月 インドネシア共和国西ジャワ州カラワン県に、現地ピアノ生産会社PT.カワイインド

ネシア(現・連結子会社)を設立。 

平成14年12月 中華人民共和国上海市に、現地ピアノ販売会社河合貿易(上海)有限公司(現・連結子

会社)を設立。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社35社(平成16年３月31日現在)により構成されており、楽器の製造

及び販売、教育関連、素材加工、情報関連等の事業を行っているほか、これらに付帯する事業を行っ

ている。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次の通りである。 

また、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第

５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項(セグメント情報)」に記載されて

いるとおりである。 

 

[楽器事業] 当部門では、ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、楽器付属品、楽器玩

具の販売及び楽器調律・修理の役務提供業務を扱っている。 

国内販売に関しては、連結財務諸表提出会社(以下提出会社という)が全

国直営店・デパート・販売代理店等を通じて販売すると共に、㈱ディアパ

ソン他４社を通じて販売している。 

㈱カワイ友の会は前払式割賦購入会員を募集し、会員の商品購入希望時

には提出会社に販売権利の譲渡を行っている。 

海外販売に関しては、カワイアメリカコーポレーション、カワイヨーロ

ッパGmbH.、カワイカナダミュージックLtd.、カワイオーストラリアPTY. 

Ltd.、河合貿易(上海)有限公司他２社及び、一部の地域については海外販

売代理店及び商社を通じて販売している。 

楽器の調律・修理等を㈱河合楽器サービス・センター他３社、楽器の保

管・配送を㈱カワイ流通サービスに委託している。 

楽器の製造は国内においては、提出会社、メルヘン楽器㈱が製造し、加

工工程の一部を㈱ケーシーピーに委託している。海外においては、カワイ

アメリカマニュファクチュアリングInc.、ミディミュージックセンター

Inc.、PT.カワイインドネシアが製造し、部品加工の一部をカワイアジアマ

ニュファクチュアリングSDN. BHD.他１社に委託している。 

 

[教育関連事業] 当部門では、音楽教室・体育教室の運営、教材販売・楽譜・音楽教育用

ソフトの製造及び販売を提出会社が行っている。 

 

[素材加工事業] 当部門では、電子機器部品用材料、自動車部品用材料、防音室、音響部

材の製造及び販売を行っている。 

金属異形圧延加工品の製造はカワイ精密金属㈱が、自動車用部品用材料

の製造は㈱カワイハイパーウッドが行い、提出会社が得意先への販売を行

っている。また防音室・音響部材の販売は提出会社及び㈱カワイ音響シス

テムが全国直営店・販売代理店・商社を通じて行っている。 

 

[情報関連事業] 当部門では、ＯＡ機器の販売修理及びソフトの販売、情報処理事務サー

ビス事業を㈱カワイビジネスソフトウェア他３社が行っている。 
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[その他の事業] 当部門では、金融関連事業、環境清掃用品の販売、保険代理店事業等を

扱っている。 

金融関連事業は㈱カワイアシストが、環境清掃用品の販売はカワイパッ

クス㈱が、保険代理店事業は河合不動産㈱が行っている。 

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 
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事業系統図 

 

 

 



ファイル名:010_0134500101606.doc 更新日時:2004/06/30 17:24 印刷日時:04/06/30 18:21 

― 9 ― 

４ 【関係会社の状況】 

 
関係内容 議決権の 

所有割合 
(％) 役員の兼任等 

名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容
直接
所有

間接
所有

合計
当社
役員

当社
従業
員

出向
役員

転籍
役員

資金 
援助 

営業上の取引
設備の
賃貸借

(連結子会社) 

※10 
㈱カワイ情報 
サービス 

静岡県浜松市 295,250 
情報処理等の
事務サービス

100 ― 100 2 2 ― ― なし 
情報処理等の
事務委託 

事務所を
賃貸 

※８ 
カワイ精密金属㈱ 
 

静岡県浜松市 200,000 

精密異形圧延
技術による各
種金属の加工
販売及び治工
具の製造 

100 ― 100 2 ― 2 1 なし 

精密異形圧延
技術による各
種金属の加工
委託及び治工
具の購入 

土地を賃
貸 

㈱ケーシーピー 静岡県浜松市 245,000 
楽器部品の製
造 

100 ― 100 2 3 ― ― なし 
楽器部品の購
入 

工場を賃
貸 

メルヘン楽器㈱ 
静岡県周智郡
森町 

50,000 

電子楽器及び
その他の音響
機器の製造販
売 

50
*1
50 100 1 2 ― 1 あり 

電子楽器及び
その他の音響
機器の製造委
託 

工具を賃
貸 

㈱カワイ 
ハイパーウッド 

静岡県浜松市 90,000 
木工塗装品の
製造 

100 ― 100 2 2 ― 1 あり 
木工塗装品の
製造委託 

土地工場
の賃貸 

㈱河合楽器 
サービス・センタ
ー 

静岡県浜松市 90,000 

各種楽器の調
律修理及び調
律技術者の養
成 

100 ― 100 2 2 ― 2 あり 
ピアノのアフ
ターサービス
の委託 

事務所、
店舗等を
賃貸借 

河合不動産㈱ 静岡県浜松市 90,000 

宅建事業等の
不動産関連業
務及び保険代
理業務 

100 ― 100 1 1 1 1 あり 
当社工場等の
設備工事及び
各種保険契約 

事務所を
賃貸 

㈱カワイアシスト 静岡県浜松市 90,000 
金銭貸付業務
及びリース、
集金代行業務

100 ― 100 2 1 ― 3 あり 
コンピュータ
等のリース、
集金代行業務 

事務所を
賃貸 

カワイパックス㈱ 静岡県浜松市 40,000 
環境清掃用品
の販売 

100 ― 100 1 1 1 ― なし 
環境清掃用品
の購入 

事務所を
賃貸 

㈱ビーピーシー・ 
ジャパン 

静岡県浜松市 35,000 楽器の卸販売 100 ― 100 1 1 ― 3 なし ピアノの購入 
事務所、
店舗を賃
貸 

㈱カワイ友の会 静岡県浜松市 100,000 

会員の前払式
特定取引及び
サービスの提
供 

100 ― 100 2 1 ― 1 なし 
製品商品の会
員への販売 

事務所を
賃貸 

※８ 
㈱カワイビジネス 
ソフトウエア 

静岡県浜松市 400,000 

ソフトウェア
の開発販売及
びOA機器の販
売・保守 

87.5
*2

12.5 100 ― 1 2 1 なし 

OA機器の購入
及び保守契約
並びにソフト
ウェアの購入 

事務所を
賃貸 

㈱カワイ音響 
システム 

静岡県浜松市 90,000 

防音室の販売
施工及び音響
設計コンサル
ティング業務

100 ― 100 2 ― 2 2 なし 防音室の購入 
事務所を
賃貸 

㈱カワイコスモス 静岡県浜松市 50,000 
情報処理等の
事務サービス

100 ― 100 ― 1 1 2 なし 
情報処理等の
事務委託 

事務所を
賃貸 

㈱ピアノリサイク
ル 

静岡県浜松市 50,000 
中古ピアノの
修理販売 

50
*3
50 100 ― 2 ― 1 なし 

中古ピアノの
購入 

事務所、
工場を賃
貸 

※８ 
㈱カワイ流通 
サービス 

静岡県浜松市 400,000 
楽 器 等 の 梱
包、保管及び
配送業務 

60
*4
40 100 ― 1 2 2 あり 

楽 器 等 の 梱
包、保管及び
配送業務委託 

事務所を
賃貸 

㈱ディアパソン 静岡県浜松市 50,000 楽器の卸販売 100 ― 100 ― 1 2 2 あり 
当社ピアノの
販売代理店 

事務所を
賃貸 

㈱カワイ・テク
ノ・センター 

静岡県浜松市 50,000 
各種楽器及び
コンピュータ
の保守 

40
*5
60 100 ― 1 1 1 なし 

各種楽器及び
コンピュータ
の保守 

事務所、
倉庫を賃
貸 
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関係内容 議決権の 

所有割合 
(％) 役員の兼任等 

名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容
直接
所有

間接
所有

合計
当社
役員

当社
従業
員

出向
役員

転籍
役員

資金 
援助 

営業上の取引
設備の
賃貸借

メルヘン楽器販売
㈱ 

静岡県浜松市 20,000 楽器の卸販売 50
*6
50 100 ― 1 1 2 あり 

当社ピアノの
販売代理店 

事務所を
賃貸 

※８ 
PT. カワイ 
インドネシア 

インドネシア
共和国西ジャ
ワ州カラワン
県 

千US$ 
4,500 

楽器、楽器部
品の製造及び
楽器部品の調
達 

100 ― 100 1 2 1 ― なし 
楽器部品の購
入 

なし 

カワイアメリカ 
マニュファクチュ
アリングInc. 

アメリカ合衆
国ノースカロ
ライナ州リン
カーントン市

千US$ 
1,500 

ピアノの製造 ―
*7
100 100 1 2 3 ― あり 

ピアノ部品供
給 
木材半製品の
購入 

なし 

※８ 
カワイアメリカ 
コーポレーション 

アメリカ合衆
国カリフォル
ニア州コンプ
トン市 

千US$ 
25,000 

米国における
楽器の卸販売

100 ― 100 2 ― 2 ― あり 
当社製品商品
の米国総販売
代理店 

なし 

※８ 
カワイヨーロッパ 
GmbH. 

ドイツ連邦共
和国クレフェ
ルト市 

千Eur 
7,358 

ヨーロッパに
おける楽器の
販売総代理店

100 ― 100 1 ― 2 ― あり 
当社製品商品
のヨーロッパ
総販売代理店 

なし 

河合貿易(上海) 
有限公司 

中華人民共和
国上海市 

千RMB 
2,483 

中国における
楽器の卸販売

100 ― 100 ― 2 ― 1 なし 
当社製品商品
の中国の販売
代理店 

なし 

カワイ 
オーストラリア 
PTY. Ltd. 

オーストラリ
ア連邦チャッ
ツウッド市 

千A$ 
300 

オーストラリ
ア、ニュージ
ーランドにお
ける楽器の卸
販売 

100 ― 100 1 ― 2 ― あり 

当社製品商品
のオーストラ
リア、ニュー
ジーランドの
販売代理店 

なし 

ミディミュージッ
クセンターInc. 

アメリカ合衆
国イリノイ州
ラグランジパ
ーク市 

千US$ 
1,300 

電 子 オ ル ガ
ン、電子ピア
ノの製造販売

―
*7
100 100 ― ― 2 ― なし 

電子楽器部品
の供給 

なし 

※９ 
キーボード 
ファイナンス 
カンパニーInc. 

アメリカ合衆
国カリフォル
ニア州コンプ
トン市 

千US$ 
1,000 

販売債権への
ファイナンス

―
*7
100 100 ― ― 2 ― なし 

カワイアメリ
カコーポレー
ションの売掛
債権の買取及
び販売店への
ファイナンス 

なし 

カワイカナダ 
ミュージックLtd. 

カナダ国オン
タリオ州ミシ
ソーガ市 

千C$ 
800 

カナダにおけ
る楽器の卸販
売 

―
*7
100 100 ― ― 2 ― あり 

当社製品商品
のカナダ総販
売代理店 

なし 

(持分法適用非連結子会社) 

㈱カワイ 
旅行センター 

静岡県浜松市 30,000 
旅行業並びに
旅行代理店業

100 ― 100 1 2 ― 1 なし 旅券等の手配 なし 

その他 ６社       

(注) ※１ メルヘン楽器販売㈱が50％を所有している。 
※２ カワイ精密金属㈱が12.5％を所有している。 
※３ ㈱河合楽器サービス・センターが30％、㈱ビーピーシー・ジャパンが20％を所有している。 
※４ ㈱河合楽器サービス・センターが40％を所有している。 
※５ ㈱河合楽器サービス・センターが60％を所有している。 
※６ メルヘン楽器㈱が50％を所有している。 
※７ カワイアメリカコーポレーションが100％を所有している。 
※８ 特定子会社に該当する。 
※９ 現在休眠中である。 
※10 ㈱カワイ情報サービスは平成16年３月15日付で㈱カワイウッドより社名変更した。 

11 有価証券報告書提出会社に該当する会社はない。 
12 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超える会社はない。 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成16年３月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

楽器事業 
1,958 
［201］ 

教育関連事業 
387 

［136］ 

素材加工事業 
169 
［59］ 

情報関連事業 
194 
［12］ 

その他の事業 
30 
［5］ 

全社(共通) 
140 
［4］ 

合計 
2,878 
［417］ 

(注) １ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）あり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。 

 

 

(2) 提出会社の状況 

平成16年３月31日現在 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,571 
［250］

46.0 23.7 5,314,945 

(注) １ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、

臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、JAMカワイ労働組合、全日本金属情報機器労働組合河合連合支部及び静岡金属

一般労働組合河合連合支部が併存している。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、輸出の堅調さに加え民間設備投資の回復傾向等、一部の指標には明るさが

見られる中で、個人消費については雇用・所得面の不安から依然として回復が見られなかった。 

このような経営環境のもと、当社および当社グループは、平成13年11月より進めてきた経営改善

計画の最終期として利益体質の確立強化へ向けてその遂行に努めた。 

販売の状況は、楽器においてはピアノ・電子ピアノの販売数量は堅調に推移したが、為替の影響

や電子オルガンおよびその他楽器関連商品の減少などにより、楽器売上高は前期比で減少した。ま

た、音楽教室生徒数減少や調律台数減少に伴う収入の減少、金属事業における半導体関連の売上減

少等に加え、割賦金融事業の事業譲渡（平成14年７月）に伴う手数料収入の減少があり、当期の連

結売上高は69,283百万円（前期比4,271百万円減 △5.8％）となった。 

連結営業利益については、経費の削減および前期発生の割賦金融事業やゴルフ場事業の整理に伴

う費用の減少はあったが、売上の減少に伴う売上総利益の減少により、1,749百万円（前期比465百

万円減益）となり、連結経常利益は、714百万円（前期比265百万円減益）となった。 

また、本年４月より開始した「新中期経営計画」の取組みに先立ち、財務内容の一層の健全化を

早期に実現させるため、資産内容の徹底見直しを実施した結果、工場再編や音楽教室再配置費用の

引当金等を事業構造改革費用として1,069百万円特別損失に計上し、また法人税等調整額においても

同様の観点より、繰延税金資産をより厳格かつ保守的に判断し、5,783百万円を計上した。 

その結果、最終損益は7,077百万円の連結純損失（前期は2,715百万円の純損失）となった。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

以下の事業の種類別セグメントの区分方法は、従来の５区分のうち「割賦金融業」「ゴルフ場事

業」の２事業の事業譲渡によるセグメント区分の廃止を踏まえ、当期より事業実態を反映した、よ

り適切な５区分に再編している。なお、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後の区

分に組み替えて行っている。 

①楽器事業 

当セグメントのうち、ピアノは主力商品のグランドピアノＲＸシリーズ及びＳＫシリーズにおい

て新型アクション搭載によるモデルチェンジを実施するとともに、人工象牙鍵盤ファインアイボリ

ー誕生１５周年記念のアップライトピアノ２器種及びグランドピアノ１器種、世界初の鍵盤タッチ

を自由に変えられるアップライトピアノ「ヴァリタッチ」シリーズ２器種を発売する等、需要喚起

に努めた。その結果、国内外合計の販売台数では、前期を上回ったが、金額面では為替の影響等に

よりほぼ前年並に留まった。 

電子ピアノは収納キャビネットを装備した普及型のＬ２の投入や、主力のＰＷシリーズにレッス

ン機能を付加してモデルチェンジを実施するなど新たな市場開拓を図った結果、台数、金額ともに

増加した。また、電子オルガンが台数、金額ともに減少した他、国内の和楽器の需要が一巡し、そ
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の他の楽器、楽器付属品も伸び悩み、楽器事業の売上高は34,412百万円と前期比856百万円の減少

（△2.4％）となった。 

一方、利益面については、楽器部品生産の海外生産拡大等による原価低減、販売費の削減に努め

たが、売上の減少を補完するにいたらず、営業利益841百万円（前期比279百万円の減益）となった。 

②教育関連事業 

当セグメントは音楽教室・体育教室およびその教材販売等が主な内容である。このうち音楽教室

は成人向けのレッスンコースの多様化等、幼児から高齢者に至る幅広いニーズに対応する一方、教

室配置の適正化、効率化による改善に努めたが、成人向けコースの生徒数がやや伸び悩み、また児

童向けコースの生徒数減少もあり、教室収入は減少した。又、体育教室はほぼ前期並みの収入とな

った結果、当セグメントの売上高は20,550百万円と前期比663百万円の減少（△3.1％）となった。 

一方、利益面については、家賃等の教室関連経費の削減、管理費の削減などに努めたが、収入の

減少をカバーするにいたらず、営業利益658百万円（前期比127百万円減益）となった。 

③素材加工事業 

当セグメントは、電子機器金属部品、自動車向け内装部品、防音室・音響部材等が主な内容であ

る。このうち金属部品は、最終需要先である半導体業界は回復傾向にあるものの、異型圧延分野の

競合激化により売上高は前期比で減少した。 

自動車向け内装部品は対象車種の切り換え時期に当たることから売上が減少した。防音室・音響

部材は伸長したものの、当セグメントの売上高は6,942百万円と前期比608百万円の減少（△8.1％）

となった。営業利益は245百万円（前期比401百万円減益）となった。 

④情報関連事業 

当セグメントは、ＯＡ機器販売・修理およびソフト販売等で、法人が主な販売先となっている。

当セグメントの売上高は5,374百万円と前期比387百万円の減少（△6.7％）となった。営業利益は25

百万円（前期比56百万円減益）となった。 

⑤その他の事業 

当セグメントは、金融関連事業、環境清掃用品販売、保険代理店等の事業で構成されている。当

セグメントの売上高は特に金融子会社におけるリース取扱量の減少等により、2,004百万円と前期比

597百万円の減収（△23.0％）となり、営業損失は119百万円（前期比152百万円の改善）となった。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

①日本 

売上高は、割賦金融事業の事業譲渡に伴う収入の大幅な減少、楽器及び楽器関連事業の減少、金

属製品事業の減少等があり、57,261百万円と前期比4,292百万円の減少（△7.0％）となった。主力

の楽器事業の売上減少により原価率が上昇し、経費削減に努めたものの営業利益は1,169百万円（前

期比508百万円減益）となった。 

②北米 

売上高は為替の対ドル円高の影響により、9,110百万円と前期比754百万円の減少（△7.7％）とな

った結果、営業利益は366百万円（前期比230百万円減益）となった。 
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③欧州 

売上高は為替の対ユーロ円安の影響および英国での売上増加に加えアップライトピアノや電子ピ

アノの好調もあり1,690百万円と前期比178百万円の増加（11.8％）となった。その結果、営業利益

も63百万円（前期比42百万円増益）となった。 

④その他 

その他の地域の売上高は、特に中国市場でのピアノ販売を本格的に開始したことが寄与し、1,221

百万円と前期比598百万円の増加（96.0％）となった。その結果、営業利益も137百万円（前期比107

百万円増益）となった。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

営業活動による資金の増加は、3,094百万円（前期比23,692百万円減）となった。この主な増加要

因としては生産調整を含めた在庫圧縮によるたな卸資産の減少額1,678百万円、売上債権の減少額

1,142百万円等があり、一方、主な減少要因としては、税金等調整前当期純損失880百万円、仕入債

務の減少581百万円等がある。なお、前期は割賦金融事業の事業譲渡等による売上債権の減少30,288

百万円等の要因があり、営業活動によるキャッシュ・フロー上の大きな変動を生じている。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

投資活動による資金の増加は、433百万円（前期比176百万円減）となった。この主な増加要因と

しては投資有価証券の売却による収入812百万円、定期預金の取り崩し720百万円、固定資産売却に

よる収入585百万円等があり、一方、主な減少要因としては、有形固定資産の取得による支出1,269

百万円等がある。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

財務活動による資金の減少は1,482百万円（前期比28,306百万円増）となった。これは短期借入金

および長期借入金の約定の返済を進める一方、長期借入による安定的資金調達を実行したためであ

る。なお、前期は営業キャッシュ・フロー活動の項目にも記したとおり、割賦金融事業の事業譲渡

に伴い、長短借入金の返済を進めたため大きな変動を生じている。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の増減額は換算差額665百万円を含め2,711百万円増加となり、

連結子会社減少に伴う現金及び現金同等物の減少額8百万円により、現金及び現金同等物の期末残高

は4,597百万円（前期比2,702百万円増）となった。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

楽器事業 21,745 △10.5

教育関連事業 568 △1.3

素材加工事業 6,768 △7.8

情報関連事業 354 △3.6

その他の事業 21 △87.6

合計 29,458 △10.1

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っている。 

 

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

楽器事業 3,825 2.0

教育関連事業 1,064 △8.5

素材加工事業 191 4.1

情報関連事業 4,202 △6.4

その他の事業 1,422 1.6

合計 10,705 △2.6

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っている。 
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(3) 受注状況 

当連結会計年度における素材加工事業及び情報関連事業の受注状況を示すと、次のとおりである。 

なお、素材加工事業、情報関連事業の一部を除く製品については主に見込み生産を行っている。 

 

区分 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％) 

素材加工事業 4,731 △8.0 379 △7.5

情報関連事業 4,784 △8.2 360 21.7

合計 9,515 △8.1 740 4.8

(注) １ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っている。 

 

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

楽器事業 34,412 △2.4

教育関連事業 20,550 △3.1

素材加工事業 6,942 △8.1

情報関連事業 5,374 △6.7

その他の事業 2,004 △23.0

合計 69,283 △4.2

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っている。 

４ 前連結会計年度における「割賦金融業」及び「ゴルフ場事業」は、事業譲渡により当連結会計年度にお

いて販売実績がないため除いている。 
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３ 【対処すべき課題】 

当社は、利益体質を強化し、長期安定的な利益還元を行うことを経営上の最大課題と認識している。

その課題達成に向け、本年４月よりスタートした「新中期経営計画」（平成16年４月～平成19年３

月）を策定した。「新中期経営計画」は本年３月で終了した「経営改善計画」に続き経営体質をより

強靭なものとするため、本業回帰を基本軸に経営資源を有効再配分し、より高い収益性、健全性、透

明性を目指す経営体制確立のための改革とその実践を図るものである。 

 

（新中期経営計画の概要） 

①国内市場への対応強化 

１．地域別販売体制への転換 

○全国６支社(23地域営業部、130店)を利益責任単位とした営業効率化（平成16年４月） 

・機能別縦割販売体制を廃止 

２．音楽教室事業の効率化 

○子供向け音楽教室（現在約5,600教室(直営)）の統廃合による事業効率化 

○成人・シニア向け音楽教室への積極的投資と事業拡大 

②海外市場への対応強化 

１．中国市場への対応 

○ピアノＯＥＭ生産の拡大及び販売推進 

・中国国内に部品工場を新設し、ＯＥＭ委託会社への供給開始（初年度中） 

・同国内グランドピアノの普及品拡販のため、現地メーカーによる生産開始（最終年度中） 

・アフターサービス要員を養成するために同国内に調律学校設立（初年度中） 

２．北米市場への対応 

○北米市場でのコスト競争力強化のためアメリカ工場（カワイアメリカマニュファクチュアリン

グInc．）で生産のアップライトピアノをインドネシア工場（PT．カワイインドネシア）に移

管し、アメリカ工場は閉鎖（第２年度中） 

○インドネシア工場製グランドピアノの北米市場への投入開始（第２年度中） 

３．その他海外市場への対応 

○ロシア、東欧諸国、中央アジアへの販路拡大 

③国内楽器生産体制の整備 

○原価低減の促進 

竜洋工場（グランドピアノ生産）と舞阪工場（アップライトピアノ生産）の部品の海外調達促

進及び普及価格帯製品の海外生産加速（初年度及び第２年度中） 

○国内生産工場の集約 

ピアノの生産ラインを竜洋工場に集約し、舞阪工場は閉鎖（最終年度中） 

④子会社の統廃合によるグループ経営の効率化 

○国内子会社22社のうち、約半数を河合楽器本体へ吸収又は解散（初年度中） 

⑤推進事業の対応 

楽器以外の推進事業の高付加価値化、及び楽器事業とのシナジー効果により事業領域を拡大 
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１．金属事業 

○製品アイテムの増加による売上確保 

２．塗装事業 

○自動車部品塗装の量的拡大に伴い徹底したコスト削減と品質管理の徹底 

３．防音、音響事業 

○販売網の整備と商品開発力の強化 

４．体育事業 

○現行の体育教室に加え、健康増進事業を推進 

 

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価および連結財務諸表等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとして、

国内外の経済情勢、外国為替の変動、生活者の志向の変化、事業拡大への投資に対する損失発生の可

能性、新戦略の成否等様々なものが想定される。これらのリスクに対し、必要なリスク管理およびリ

スク回避体制を整備し、可能な限りの対処を行っている。以下にその具体例と当社グループの対応姿

勢について記述するが、当資料中の将来に関する記述は当資料提出日現在の情報等に基づいており、

様々な要因により、実際の業績は異なった結果となる可能性がある。 

(１) 財政状態及び経営成績の異常な変動 

「業績等の概要」に記載のとおり、事業構造改革費用計上（1,069百万円）や繰延税金資産の取

り崩し等（法人税等調整額 5,783百万円）により、最終損益が7,077百万円の連結純損失となった

が、「新中期経営計画」の開始に当たって、財務内容の一層の健全化を早期に実現させることが目

的である。 

上記の損失計上により、当連結会計年度の利益剰余金が△1,578百万円となった。今後の資本の

充実のために、割当先を三菱信託銀行株式会社とする優先株式発行の取締役会決議を平成16年６月

29日に行っている。 

(２) 「新中期経営計画」の推進について 

「対処すべき課題」に記載のとおり、当社は「新中期経営計画」（平成16年４月～平成19年３

月）を策定した。当社グループはこの計画の遂行により、より高い収益性、健全性、透明性を追求

していく所存である。しかし、当計画の実際の遂行過程で想定外の事態が発生した場合には、計画

の大幅な修正を余儀なくされ、計画値の達成に重大な影響を及ぼす恐れがある。 

(３) 外国為替の変動について 

当社グループの売上高に占める海外売上高は24.7％であり、当連結会計年度における為替差損は

572百万円であった。次期の予想については1ドル＝110円をベースとしているが、円高の更なる進

行は当社グループの業績にマイナスの影響となる。そのリスクを回避するために海外子会社に対す

る債権の圧縮、海外からの部品調達の推進および海外生産へのシフトを進めている。 

(４) 特定の取引先等での取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度について 

当社グループは楽器の国内販売において、消費者への直接販売を主体としている。従って特定の

取引先への依存度は高くない。 
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(５) 特定の製品、技術等で将来性が不明確なものへの高い依存度について 

当社グループの売上高に楽器事業が占める割合は49.7％、教育関連事業が29.7%である。この中

で当社グループは技術革新の成果とともに伝統的な楽器製造及び教育事業に関するノウハウ・設備

を駆使した事業展開を図っており、また、教育事業により楽器需要を創造するというビジネスモデ

ルに立脚しており、一時的な流行に左右されにくい事業構造と認識している。 

(６) 法的規制等について 

現在、事業運営に重大な影響を及ぼす恐れのある法的規制はない。 

(７) 重要な訴訟について 

現在、事業運営に重大な影響を及ぼす恐れのある訴訟案件はない。 

(８) 個人情報保護について 

当社グループは音楽教室顧客、楽器ユーザー等多くの個人情報を保有している。また、営業・財

務情報など多くのデータをコンピュータ管理している。 

これらの情報の取り扱いについては、その管理を徹底し万全を期しているが、コンピュータシス

テムのトラブル等による情報流出や犯罪行為などによる情報漏洩が発生する可能性があり、その場

合は、当社グループの社会的信用、ブランドイメージに多大な影響を及ぼす恐れがある。 

(９) 海外進出について 

当社グループは中国市場を対象とした事業展開を積極的に推進してゆくが、政治または法律の変

化、経済状況の変化による社会的混乱等予期せぬ変化で事業の遂行に問題が生じる可能性がある。 

 

５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はない。 

 

６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発は、楽器事業、教育関連事業、素材加工事業、その

他の事業の各セグメントにおいて当社の中央研究センター、ShigeruKawaiピアノ研究所及び子会社の

開発部門等により行われている。グループ全体で研究開発要員は110名で、研究開発費は850百万円で

ある。 

①楽器事業 

鍵盤楽器に関しては、最先端新素材であるカーボンファイバー(炭素繊維)入りＡＢＳ樹脂の特

性を最大限に活かすため、綿密な構造解析に基づきアクション各部の形状を見直し、軽量化と高

剛性化を同時に実現した「ウルトラ・レスポンシブ・アクションⅡ」を開発、ＮｅｗＲＸシリー

ズ全機種に搭載・発売した。これにより、レスポンスがいっそう向上するとともに、ダイナミッ

クレンジも広がり、より表情豊かな演奏が可能となった。 

電子楽器に関しては、従来の音源に比べて同時発音数の飛躍的な増加とコストパフォーマンス

を実現した新ＭＧ音源の開発を完了し、ＰＷ／ＣＡシリーズに搭載・発売した。 

そのほか、電子・情報処理技術の楽器への応用研究、センサー素材の開発研究等を行っている。 

当事業に係る研究開発費は743百万円である。 



― 20 ― 

②教育関連事業 

初心者でも楽しくピアノが練習できるように、ピアノの音をパソコンで分析し、演奏誤りや演

奏者に合わせて曲が進行するようにしたピアノ練習用ソフト「ピアノdeレッスン」の製品化を完

了し発売した。 

当事業に係る研究開発費は45百万円である。 

③素材加工事業 

カワイ精密金属株式会社が、自動車向け異形状の開発及びコストダウン製法の研究、合わせ材

料(クラッド)における物性・塑性研究といった異種金属接合加工研究等、金属全般の異形加工に

関する研究を、また、株式会社カワイ音響システムが、音が本来持つ自然の響きを感じることの

できる音環境を追求した遮音材・吸音材等の研究及び商品の開発を行っている。 

当事業に係る研究開発費は61百万円である。 

④その他の事業 

カワイパックス株式会社が、環境問題への取組みの中でゴミ袋の材質やパッケージデザインの

開発を行っている。 

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(１) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されている。この連結財務諸表の作成に当たり、連結決算日における資産・負債の報告数

値、報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、貸倒引当金、棚卸資産、投

資の減損、繰延税金資産、賞与引当金、退職給付引当金、法人税等に関して、継続して評価を行っ

ている。 

なお、見積りおよび判断・評価については、過去実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等

に基づき行っているが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合がある。 

(２) 当連結会計年度の経営成績の分析 

わが国の楽器業界全体の国内ピアノ出荷台数は平成１５年度（平成15年４月～16年３月）で前年

度比2,228台減少（△5.8％）の35,900台であったが、それ以前の５年間の年平均減少率10.0％に比

べてやや落ち着きを見せている。その中で当連結会計年度の当社グループの国内ピアノ販売実績は

前期比117台増加（0.9％）し、12,663台となった。 

一方、海外市場については、成長著しい中国市場への対応のために平成14年10月に上海に設立し

たピアノ販売子会社が本格的な活動に入り、中国国内でのＯＥＭ生産の進展もあり、当連結会計年

度における中国での当社グループのピアノ販売台数は4,854台と前年比約２倍となった。その結果、

海外市場でのピアノ販売台数は2,914台増加（10.4％）し、30,809台となった。 

売上高及び利益の詳細は「業績等の概要（１）業績」を参照。 

(３) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの中心的な事業はピアノ等の鍵盤楽器の製造・販売と音楽教室等の教育事業であり、

日本国内の幼児・児童及びその家庭が重要な対象である。しかし、日本国内では、ピアノの普及率

の上昇、少子化の進展、中古ピアノ市場の生成等、新品ピアノの販売及び音楽教室の生徒募集にと
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って厳しい環境下にある。このような中、生産機能集約化及び海外移転による価格競争力の強化、

中国をはじめとした海外市場の開拓を積極的に推進するが、対中国市場政策、対アメリカ市場政策

の成否が当社グループの経営成績に重要な影響を及ぼすこととなる。また、自動車向け内装部品、

電子機器金属部品等、自動車及び半導体関連部品事業はそれぞれの完成品の市況・需要が多大な影

響を及ぼす。 

(４) 戦略的現状と見通し 

前項のような状況を踏まえ消音型ピアノやタッチを変えることの出来るピアノ等の新しいコンセ

プトの商品の開発や国内中古ピアノ市場への参入に加え、新しい教育理念に基づく音楽教育システ

ムの開発及び、幼児・児童のみならず、成人をも対象とした商品・サービスの展開により、国内市

場の再生に取り組んでいる。又、生産機能の集約化及び海外移転による価格競争力の強化、中国を

はじめとした海外市場への積極的な展開に努めている。 

(５) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度と比較し23,692百万円減少し、3,094百万

円となった。これは、前連結会計年度の割賦金融事業の事業譲渡等による売上債権の減少30,288百

万円等の特殊な要因によるものであるが、一方、連結貸借対照表に記載の通り、受取手形および売

掛金、たな卸資産の圧縮を進めた。 

投資活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度と比較し176百万円減少し、433百万円とな

った。これは前連結会計年度に比べて固定資産の売却が減少した一方で、投資有価証券の売却を進

めた結果である。 

財務活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度と比較し28,306百万円増加し、△1,482百

万円となった。これは、営業活動によるキャッシュ・フローで説明した、割賦金融事業の事業譲渡

に伴い、長短借入金の返済を進めたためである。 

 ②資金需要 

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、楽器製造のための材料費、楽器製造・販売およ

び音楽教室等の運営に携わる要員の給料手当、福利厚生費などの人件費の他、販売並びに役務提供

に関する販売促進費、運送・保管料、物件費等である。 

(６) 経営者の問題認識と今後の方針について 

３期連続の連結純損失の計上という異常事態を経営者として真摯に受け止め、この状態から脱却

し、より高い収益性、健全性、透明性を目指した経営体制の確立を目途に、本年４月にスタートし

た「新中期経営計画」の完全遂行に全社を挙げて取り組んでいる。当社グループ経営陣は当社の中

心的事業である楽器事業の再構築と素材加工事業等周辺事業の成長のための諸活動に不退転の覚悟

で臨む所存である。また役員及び上級管理者の世代交代を進め、新しい感覚で経営革新を推し進め

ていく。具体的な方針については「対処すべき課題」の項に記した「新中期経営計画」に記載のと

おりである。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における当連結会計年度の設備投資(有形固定資産、無形固定資

産及び長期前払費用を含む。)の内訳及び内容は以下のとおりである。所要資金は、金融機関からの借

入によっている。 

 

事業区分 設備投資額  設備投資の内容 

楽器事業 609 百万円 ピアノ生産合理化設備、楽器部品等製作金型 

教育関連事業 116  教室設備拡充等 

素材加工事業 97  金属圧延加工品生産合理化設備 

情報関連事業 60   

その他の事業 452  賃貸営業用資産の購入等 

計 1,336   

全社 41   

合計 1,378   

 

なお、当連結会計年度において、当社グループのゴルフ場事業を営んでいたジャパンレジャー開発

株式会社(国内子会社)の経営権を山田建設株式会社(東京都大田区)に譲渡した。この経営権譲渡に伴

い移転したゴルフ場事業設備の状況は、以下のとおりである。 

 

帳簿価額(百万円) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

従業
員数
(人)

ジャパン 
レジャー 
開発(株) 

三木の里 
カントリ
ークラブ 
(静岡県周
智郡森町) 

ゴルフ場
事業 

ゴルフ場
設備 

4,596 152
6,249
(968)

1,081 12,080
―

［1］

(注)１ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品、建設仮勘定、無形固定資産及び長期前払
費用の合計である。なお、金額には消費税等は含まない。 

  ２ 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書きしている。 
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２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1) 提出会社 

平成16年３月31日現在 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

従業
員数
(人)

舞阪工場 
(静岡県浜名郡舞阪町) 

楽器 
ピアノ等
生産設備

461 454
155

(113)
88 1,160

290
［5］

竜洋工場 
(静岡県磐田郡竜洋町) 

楽器 

ピアノ等
生産、研
究・開発
施設設備

1,031 407
2,641
(168)

19 4,100
217

［26］

本社 
(静岡県浜松市) 

全社的管
理業務・
販売業務 

その他設
備 

401 4
108
(6)

188 702
275

［12］

中央研究センター 
(静岡県浜松市) 

※４ 
楽器 

研究・開
発施設設
備 

87 50
967
(26)

21 1,126
24

［1］

関東支社 
(営業所49店を含む) 
(東京都渋谷区他) 

※２ 

楽器 
教育関連 
素材加工 

製品商品
販売設備

298 ―
32
(0)

110 440
274

［65］

中部支社 
(営業所26店を含む) 
(愛知県名古屋市他) 

※２ 

楽器 
教育関連 
素材加工 

製品商品
販売設備

158 0
55
(0)

39 254
132

［35］

関西支社 
(営業所39店を含む) 
(大阪府大阪市他) 

※２ 

楽器 
教育関連 
素材加工 

製品商品
販売設備

257 0
657
(0)

76 990
163

［52］

カワイ精密金属㈱ 
松本工場 
(長野県松本市) 

素材加工 

金属圧延
加工設備
(貸与設
備) 

4 ―
593
(12)

― 598
―

［―］

 

(2) 国内子会社 

平成16年３月31日現在 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

従業
員数
(人)

カワイ精密金属㈱ 
浜松工場 
(静岡県浜松市) 

※３ 

素材加工 
金属圧延
加工設備

387 335
―

(―)
24 747

31
［24］

カワイ精密金属㈱ 
松本工場 
(長野県松本市) 

素材加工 
金属圧延
加工設備

218 187
375
(7)

10 791
46

［26］

㈱カワイアシスト 
(静岡県浜松市) 

※５ 
その他 

その他設
備 

0 ―
―

(―)
247 247

18
［1］

 



― 24 ― 

(3) 在外子会社 

平成16年３月31日現在 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 建物 

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

従業
員数
(人)

カワイヨーロッパ 
GmbH. 
 (ドイツ連邦共和国) 

楽器 
製品商品
販売設備

326 0
116
(20)

1 444
18

［2］

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品、建設仮勘定、無形固定資産及び長期前払費用の合計で

ある。なお、金額には消費税等を含まない。 

※２ 事業所及び音楽教室用として建物の一部を賃借している。 

※３ 提出会社が土地を賃貸しており、※４「中央研究センター」の「土地」に12千㎡含まれている。 

※５ 「その他」には、賃貸営業用資産237百万円を含む。 

６ 提出会社の設備の帳簿価額には貸与中のものを含めて表示している。貸与先は主に提出会社の子会社で

ある。 

７ 現在休止中の主要な設備はない。 

８ 従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書きしている。 

９ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがある。 

(1) 提出会社 
平成16年３月31日現在 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 契約期間 
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

摘要 

教育関連 
教室用備品の
一部 

５年～９年 712 1,507 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資計画については、新中期経営計画（平成16年４月～平成19年３月）を基に、

原則として連結会社が個別に策定し、それをグループ全体での総合的観点より提出会社を中心に調整

の上、計画化している。 

 

(１) 投資計画 

対処すべき課題に記載のとおり、国内の音楽教室のスクラップ＆ビルド（主として平成16年度

中）、中国のアクション組立工場の新設（平成16年度中）、インドネシアのピアノ生産工場の増強

（平成17年度中）、国内ピアノ生産体制の再編（平成18年度中）等に３年間で総額4,730百万円の設

備投資を計画している。 

(２) 売却計画 

新居工場跡地他、遊休地の売却を進めている。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 288,000,000

計 288,000,000

(注) 平成16年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり定款の一部を変更した。 

１ 発行する株式の総数の変更 

「当会社の発行する株式の総数は２億８千８百万株とし、このうち２億８千２百万株は普通株式、６

百万株は優先株式とする。ただし普通株式につき消却が行われた場合又は第１種優先株式につき消却若

しくは普通株式への転換が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」 

２ 優先株式に関する規定の新設 

計算方法 発行に際して取締役会の決議で定める額 

上 限 年50円 

累積条項 非累積型 

１株あた

りの優先

配 当 金 

参加条項 非参加型 

優 先 中 間 配 当 金 なし 

残 余 財 産 の 分 配 
普通株式に先立ち、1株あたり500円を支払う。それ以外の残余財産の分配は行

わない。 

買 受 け 又 消 却 
当会社は法令の定めに従って、株主に配当すべき利益をもって優先株式の全部

又は一部を買い受け、これを消却することができる。 

償 還 請 求 権 

平成26年4月1日以降平成26年4月1日以降、毎年7月1日から7月31日までの期間

において、毎営業年度に、前営業年度における配当可能利益の2分の1に相当す

る金額を上限として、優先株式の全部または一部を1株につき500円にて償還す

るように請求することができ、当会社は、法令の定めにしたがって、配当可能

利益の範囲内において、償還手続を行う。 

強 制 償 還 

当会社は、平成26年4月1日以降いつでも第1種優先株式の全部または一部を償

還することができる。償還価額は、1株につき500円に第1種優先配当金の額を

償還日の属する営業年度の初日から償還の日までの日数で日割り計算した額と

する。 

議 決 権 議決権を有しない。 

併合又は分割、新株

引 受 権 等 

法令に定める場合を除き、株式の併合または分割を行わない。また、新株引受

権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

転 換 予 約 権 

優先株式の発行に際して取締役会の決議で定める転換を請求し得べき期間中、

当該決議で定める転換の条件で当会社の普通株式への転換を請求することがで

きる。 
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一 斉 転 換 条 項 

転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった優先株式は、同期間の末日の

翌日（以下「一斉転換日」という。）をもって、優先株式1株の払込金相当額

を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における

当会社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のな

い日数を除く。以下「一斉転換価額」という。）で除して得られる数の普通株

式となる。ただし、一斉転換価額の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、

その小数第2位を四捨五入する。この場合、一斉転換価額が、優先株式発行に

際して取締役会の決議で定める下限転換価額を下回る場合には当該下限転換価

額をもって、また、当該取締役会の決議で定める上限転換価額を上回る場合に

は当該上限転換価額をもって、一斉転換価額とする。上記の普通株式数の算出

にあたって1株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合

に準じてこれを扱う。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成16年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成16年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 72,000,000 72,000,000
東京証券取引所 
市場第一部 

― 

計 72,000,000 72,000,000 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

昭和37年12月１日 24,000,000 72,000,000 1,200,000 3,600,000 425 236,066

(注) 有償、株主割当１：0.5 

      24,000千株 

発行価格   １株50円 

資本組入額  １株50円 
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(4) 【所有者別状況】 

平成16年３月31日現在 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

外国 
法人等

外国法人
等のうち
個人 

個人 
その他 

計 

単元未満
株式の状況

(株) 

株主数 
(人) 

― 45 46 119 29 (4) 9,588 9,827 ―

所有株式数 
(単元) 

― 24,874 2,306 7,581 936 (14) 35,964 71,661 339,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 34.71 3.22 10.58 1.31 (0.02) 50.18 100.00 ―

(注) １ 自己株式29,229株は「個人その他」に29単元、「単元未満株式の状況」に229株含めて記載している。

なお、自己株式29,229株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は28,229

株である。 

２ 「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が104単元含まれている。 

 

(5) 【大株主の状況】 

平成16年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

合名会社河合社団 静岡県浜松市山手町１番25号 4,778 6.63

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 3,554 4.93

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿１丁目９番１号 2,700 3.75

東京海上火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 2,250 3.12

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 2,250 3.12

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市呉服町１丁目10番地 2,040 2.83

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３町目５番12号 1,918 2.66

河合楽器取引先持株会 静岡県浜松市寺島町200番地 1,740 2.41

カワイ従業員持株会 静岡県浜松市寺島町200番地 1,254 1.74

日動火災海上保険株式会社 東京都中央区銀座５丁目３番16号 1,000 1.38

計 ― 23,484 32.61

(注) 三菱信託銀行株式会社には、名義書換失念株式５千株が含まれている。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) (注)１ 
普 通 株
式 

28,000 ― ― 

完全議決権株式(その他)   (注)２ 
普 通 株
式 

71,633,000 71,633 ― 

単元未満株式 
普 通 株
式 

339,000 ― 
１単元(1,000株) 
未満の株式 

発行済株式総数 72,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 71,633 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有のものであり、同じく「単元未満株式」欄に229

株当社保有株式が含まれている。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が104,000株含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数104個が含まれている。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社河合楽器製作所 静岡県浜松市寺島町200番地 28,000 ― 28,000 0.0

(注) このほか、株式名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）ある。当該株式数は、「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれている。 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 
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② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成16年６月29日現在 

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

(注) 平成16年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、商法第211条ノ３

第１項第２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができる。」旨を定

款に定めている。 

 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式等に係る決議状況】 

該当事項なし。 

 

３ 【配当政策】 

当社は今後の経営環境ならびに事業展開を考慮し、経営基盤の安定化に向けた内部留保を確保しつ

つ、株主各位への安定的な配当を行うことを基本方針としている。 

しかしながら当期については、個別決算で最終損益が大きな損失となったため、利益配当金につい

ては前期に引続き無配とする。 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

最高(円) 350 220 184 136 269

最低(円) 140 120 71 52 113

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 平成15年10月 11月 12月 平成16年１月 ２月 ３月 

最高(円) 239 214 166 174 167 194

最低(円) 192 130 115 140 138 155

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和49年１月 三菱信託銀行株式会社入社 

昭和51年１月 当社入社 

昭和53年６月 ピアノ事業部長 

昭和54年８月 取締役就任 

昭和56年９月 生産本部長 

昭和58年８月 常務取締役就任 

昭和60年８月 代表取締役専務就任 

昭和62年６月 代表取締役副社長就任 

平成元年10月 代表取締役社長就任(現任) 

平成８年４月 財団法人サウンド技術振興財団理

事長就任(現任) 

代表取締役 
社長 

楽器事業 
本部長 

河 合 弘 隆 昭和22年６月27日生

平成16年４月 楽器事業本部長(現任) 

341

昭和33年11月 当社入社 

昭和54年８月 企画調査室長 

昭和62年６月 取締役就任 

平成９年４月 総務本部長兼社長室長兼経営企画

室長 

平成９年６月 常務取締役就任 

平成10年５月 総務本部長兼社長室長兼経営管理

部長 

取締役副社長 管理部門担当 佐 和   信 昭和９年８月21日生

平成11年６月 取締役副社長就任(現任) 

52

昭和45年４月 三菱信託銀行株式会社入社 

平成10年６月 同社取締役就任 

平成12年６月 同社監査役就任 

平成15年４月 当社顧問就任 

専務取締役 
経理・財務 
部門担当 

中 嶋 弘 明 昭和22年８月15日生

平成15年６月 専務取締役就任(現任) 

1

昭和37年４月 当社入社 

昭和63年８月 カワイアメリカマニュファクチュ

アリングInc.代表取締役社長就任 

平成元年６月 取締役就任 

平成６年８月 海外事業本部長 

平成８年５月 カワイオーストラリアPTY.Ltd.代

表取締役会長就任(現任) 

平成８年６月 カワイアメリカコーポレーション

代表取締役社長就任(現任) 

平成８年７月 カワイヨーロッパGmbH.代表取締

役社長就任(現任) 

平成11年６月 常務取締役就任 

専務取締役 営業部門担当 山 本 將 夫 昭和14年10月26日生

平成16年４月 専務取締役就任(現任) 

52

昭和39年４月 当社入社 

昭和61年８月 ピアノ事業部浅田分工場長 

平成２年７月 メルヘン楽器株式会社代表取締役

社長就任 

平成11年６月 生産本部長 

平成11年６月 取締役就任 

平成14年４月 取締役辞任 

平成14年４月 執行役員就任 

 総務人事部長(現任) 

平成15年６月 取締役就任 

常務取締役 総務人事部長 関 谷 直 秀 昭和16年３月19日生

平成16年４月 常務取締役就任(現任) 

24
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和46年５月 当社入社 

平成11年５月 音楽教育事業部次長 

平成14年６月 音楽教育事業部長 

平成14年12月 総合企画部長 

平成16年４月 経営企画部長(現任) 

取締役 経営企画部長 笠 原   裕 昭和22年７月１日生

平成16年６月 取締役就任(現任) 

10

昭和46年４月 当社入社 

平成10年５月 管理本部次長 

平成14年12月 経理部次長 

平成15年６月 財務部長(現任) 

平成16年４月 経理部副部長(現任) 

取締役 
財務部長 

経理部副部長 
嶋 岡 伸 治 昭和23年10月５日生

平成16年６月 取締役就任(現任) 

5

昭和31年３月 当社入社 

昭和45年５月 卸販売部長 

昭和55年８月 特販事業部長 

昭和57年８月 総合企画部長 

平成元年２月 カワイ月販株式会社(現 株式会

社カワイアシスト)代表取締役社

長就任 

常勤監査役  大 石 省 三 昭和９年２月27日生

平成13年６月 監査役就任(現任) 

34

昭和36年４月 当社入社 

平成元年６月 取締役就任 

平成３年12月 中央研究センター所長 

平成11年６月 常務取締役就任 

平成14年４月 取締役辞任 

平成14年４月 カワイ精密金属株式会社取締役会

長就任 

常勤監査役  志 賀   勝 昭和14年１月13日生

平成15年６月 監査役就任(現任) 

51

昭和63年10月 司法試験合格 

平成３年３月 司法研修所卒業 

平成３年４月 弁護士登録 

平成３年４月 田畑知久法律事務所開設 

監査役  田 畑 知 久 昭和31年８月28日生

平成15年６月 監査役就任(現任) 

―

昭和35年３月 国税庁税務講習所名古屋支所卒業 

平成７年７月 熱海税務署長 

平成８年７月 名古屋国税局査察部次長 

平成９年７月 浜松西税務署長 

平成10年７月 退官 

平成10年９月 税理士開業 

監査役  都 築 知 也 昭和14年12月25日生

平成16年６月 監査役就任(現任) 

―

計 570

(注) 監査役田畑知久、都築知也は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める

「社外監査役」である。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、当社を取り巻くステークホルダーとしての株主・投資家の皆様やお客様をはじめ取引先、

地域社会、従業員等からの信頼を得ることを重視した事業活動を行うため、株主総会、取締役会、

監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、様々な方策により公正で透明性の高い経営体制

の実現を目指している。 

(２) 会社の機関の内容及び内部システム整備の状況 

（会社の機関の基本説明） 

 

 

・当社は監査役制度を採用しており、監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成されている。 

・取締役会は７名で構成されている。社外取締役は居ない。 

・常務会は業務執行の方針及び計画の審議・管理・決定機関として、役付取締役６名で構成され

ている。 

・当社は平成14年４月より執行役員制度を採用し、現在10名の執行役員が業務執行を分担してい

る。 

・業務管理部はグループ全体に対して、内部監査業務を行っている。 

・会計監査については、監査法人と監査契約を締結している。また、法律問題については、分野

ごとに恒常的に複数の法律事務所と顧問契約を締結している。 

・企業倫理委員会および企業倫理室は従業員の教育・啓蒙を通じて全社のコンプライアンス意識

の向上に努めている。 
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(３) リスク管理体制の整備の状況 

会社を取り巻く様々なリスクに対し、(１)に記した体制に加えて、部門ごとにリスク回避体制を

敷いており、突発的な事件・事故・災害等については危機管理本部を設置して対応に当たることと

している。又、海外駐在員、海外出張者のリスク管理についても、総務人事部内の危機管理本部事

務局が当たり、顧客情報管理については情報システム部を中核として社内各部の分担を定めリスク

回避体制の確立に取り組んでいる。 

(４) 役員報酬の内容 

当期における当社の取締役（延べ８名）に支払った報酬は76,440千円、監査役（延べ６名）に支

払った報酬は30,683千円（うち、社外監査役に支払った報酬は12,298千円）である。 

(５) 監査報酬の内容 

当社は明治監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬として24,700千円を支払っ

ている。 

(６) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役の田畑知久氏と都築知也氏は、当社の株式は保有しておらず、当社との取引関係、利

害関係等はない。 

(７) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 

当社では、内部統制の強化の必要性に鑑み、平成16年４月、業務管理部を新設した。同部門は業

務活動全般に関し、その妥当性や会社資源の活用状況、法令、社内規程の遵守状況についての監査

業務を遂行している。また、総務人事部に法務担当を配置し、法律事務所との窓口および法令遵守

の為の業務を行っている他、同年同月、総務人事部長を委員長とする企業倫理委員会を設置し、企

業倫理室を総務人事部内に新設し、コンプライアンス体制の強化を図っている。また、会計監査に

ついては、上記に記載の通り監査法人と監査契約を締結し、外部監査人による財務諸表監査を通じ

て適正な財務諸表の作成を徹底している。経理処理に関しては、現行の会計基準を遵守する旨を役

職員全員に徹底させる事により独立監査人の意見を尊重し、適正かつ明瞭な会計処理に是正し得る

内部統制体系を確立し、監査人との良好な関係を保ちつつ企業会計の適正化を図っている。 

 



ファイル名:050_0134500101606.doc 更新日時:2004/06/30 17:24 印刷日時:04/06/30 18:22 

― 35 ― 

第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

前連結会計年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表

規則に基づいて作成している。 

なお、当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府

令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

なお、当事業年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成14年４月１日から平成15年

３月31日まで)及び当連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日まで)の連結財務諸表並び

に前事業年度(平成14年４月１日から平成15年３月31日まで)及び当事業年度(平成15年４月１日から平

成16年３月31日まで)の財務諸表について、明治監査法人により監査を受けている。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※１ 3,325  5,308

２ 受取手形及び売掛金 ※１ 9,929  8,630

３ 有価証券 ※１ 19  89

４ たな卸資産  10,487  8,453

５ 繰延税金資産  908  322

６ その他  1,462  1,430

貸倒引当金  △878  △1,062

流動資産合計  25,255 38.1  23,172 49,7

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産 ※１  

１ 建物及び構築物  21,400 15,383 

減価償却累計額  △11,397 10,002 △10,239 5,143

２ 機械装置及び運搬具  11,703 10,417 

減価償却累計額  △9,583 2,119 △8,664 1,752

３ 土地  13,988  7,505

４ 建設仮勘定  36  23

５ その他  5,811 5,119 

減価償却累計額  △4,921 889 △4,368 750

有形固定資産合計  27,037 40.8  15,175 32.6

(2) 無形固定資産   

ソフトウェア  152  166

その他  208  187

無形固定資産合計  360 0.5  353 0.8

(3) 投資その他の資産   

１ 投資有価証券 ※1,2 2,138  1,790

２ 長期貸付金  7  8

３ 繰延税金資産  7,372  3,140

４ その他 ※1,2 4,619  3,437

貸倒引当金  △554  △500

投資その他の資産合計  13,583 20.5  7,876 16.9

固定資産合計  40,981 61.9  23,405 50.3

Ⅲ 繰延資産   

１ 社債発行費  6  4

繰延資産合計  6 0.0  4 0.0

資産合計  66,243 100.0  46,582 100.0
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前連結会計年度 

(平成15年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金  5,170  4,714

２ 短期借入金 ※１ 18,563  14,592

３ 未払費用  ―  2,472

４ 未払法人税等  427  325

５ 未払事業所税  48  45

６ 賞与引当金  1,142  1,130

７ 製品保証引当金  77  75

８ 割賦手数料繰延利益  26  ―

９ その他  4,613  2,692

流動負債合計  30,068 45.4  26,049 55.9

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 ※１ 179  160

２ 長期借入金 ※１ 4,356  7,470

３ 繰延税金負債  0  2

４ 退職給付引当金  8,339  7,604

５ 事業整理損失引当金  6,941  ―

６ 事業構造改革引当金  ―  806

７ 持分法適用に伴う負債  0  ―

８ その他  6,713  2,318

固定負債合計  26,532 40.1  18,362 39.4

負債合計  56,600 85.4  44,412 95.3

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※５ 3,600 5.4  3,600 7.7

Ⅱ 資本剰余金  236 0.4  236 0.5

Ⅲ 利益剰余金  5,918 8.9  △1,578 △3.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  279 0.4  313 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定  △389 △0.6  △398 △0.9

Ⅵ 自己株式 ※６ △1 △0.0  △2 △0.0

資本合計  9,642 14.6  2,170 4.7

負債及び資本合計  66,243 100.0  46,582 100.0
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  73,554 100.0  69,283 100.0

Ⅱ 売上原価 ※3 53,325 72.5  50,702 73.2

売上総利益  20,229 27.5  18,581 26.8

Ⅲ 延払販売未実現利益   

１ 延払販売未実現利益繰入  4 1 

２ 延払販売未実現利益戻入  6 △1 5 △4

差引売上総利益  20,231 27.5  18,585 26.8

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※3  

１ 運賃保管料  2,203 2,261 

２ 広告宣伝費  641 604 

３ 貸倒引当金繰入額  345 224 

４ 給与手当及び賞与  6,656 6,536 

５ 賞与引当金繰入額  476 470 

６ 退職給付引当金繰入額  323 264 

７ 法定福利費  1,172 1,071 

８ 減価償却費  224 233 

９ 賃借料  674 695 

10 旅費交通費  605 553 

11 その他  4,691 18,015 24.5 3,918 16,835 24.3

営業利益  2,215 3.0  1,749 2.5

Ⅴ 営業外収益   

１ 受取利息  29 38 

２ 固定資産賃貸料  52 58 

３ 持分法による投資利益  44 66 

４ その他  224 350 0.5 191 355 0.5

Ⅵ 営業外費用   

１ 支払利息  669 593 

２ 手形売却損  15 14 

３ 売上割引  28 33 

４ たな卸資産廃棄損  72 61 

５ 為替差損  547 572 

６ その他  251 1,585 2.2 115 1,391 2.0

経常利益  980 1.3  714 1.0

   

 



ファイル名:070_0134500101606.doc 更新日時:2004/06/30 17:24 印刷日時:04/06/30 18:22 

― 39 ― 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅶ 特別利益   

１ 土地売却益  476 ― 

２ 投資有価証券売却益  13 507 

３ 事業整理損失引当金 
戻入益 

 ― 44 

４ 厚生年金基金解散益  1,930 ― 

５ 厚生年金基金清算還付金  ― 184 

６ その他  77 2,497 3.4 49 785 1.1

Ⅷ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※１ 110 77 

２ 土地売却損  ― 181 

３ 固定資産売却損 ※２ 16 0 

４ 投資有価証券売却損  17 0 

５ 投資有価証券評価損  318 0 

６ 特別退職金  32 33 

７ 特別退職加算金  ― 380 

８ 事業譲渡損失  540 ― 

９ 事業整理損失  6,942 ― 

10 工場移転損失  ― 302 

11 事業構造改革費用  ― 1,069 

12 貸倒引当金繰入額  11 304 

13 その他  197 8,187 11.1 28 2,379 3.4

税金等調整前 
当期純損失 

 4,709 △6.4  880 △1.3

法人税、住民税 
及び事業税 

 490 413 

法人税等調整額  △2,484 △1,994 △2.7 5,783 6,196 8.9

当期純損失  2,715 △3.7  7,077 △10.2
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   236

  資本準備金期首残高  236 236  

   

Ⅱ 資本剰余金期末残高  236  236

   

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   5,918

  連結剰余金期首残高  8,633 8,633  

   

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 持分法適用会社減少に 
伴う増加高 

 ― ― 10 10

   

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 当期純損失  2,715 7,077 

２ 連結子会社減少に伴う 
減少高 

 ― 2,715 429 7,507

   

Ⅳ 利益剰余金期末残高  5,918  △1,578
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失  △4,709 △880 

減価償却費  1,429 1,144 

長期前払費用の償却額  349 48 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △1,433 228 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  △3,164 △735 

事業整理損失引当金の増加額  6,941 ― 

事業構造改革引当金の増加額  ― 806 

事業譲渡損失  540 ― 

受取利息及び受取配当金  △46 △55 

支払利息  669 593 

持分法による投資利益  △44 △66 

土地売却損益(売却益：△)  △476 181 

有形固定資産除却損  110 77 

有価証券売却損益(売却益：△)  0 ― 

投資有価証券売却損益(売却益：△)  4 △507 

投資有価証券等の評価損  318 0 

売上債権の増減額(増加：△)  30,288 1,142 

たな卸資産の増減額(増加：△)  946 1,678 

仕入債務の増減額(減少：△)  △148 △581 

割賦手数料繰延利益の増減額(減少：△)  △2,986 △26 

特別退職金  32 33 

特別退職加算金  ― 380 

その他  △1,477 191 

小計  27,143 3,652 

特別退職金の支払額  △32 △33 

法人税等の支払額  △322 △524 

営業活動によるキャッシュ・フロー  26,787 3,094 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額(増加：△)  1,017 720 

有価証券の売却による収入  119 24 

有形固定資産の取得による支出  △1,307 △1,269 

有形(無形)固定資産の売却による収入  935 585 

投資有価証券の取得による支出  △54 △22 

投資有価証券の売却による収入  163 812 

利息及び配当金の受取額  83 57 

長期前払費用の増減額(増加：△)  △89 △31 

その他  △259 △442 

投資活動によるキャッシュ・フロー  610 433 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(減少：△)  △16,357 △3,649 

長期借入れによる収入  2,479 7,041 

長期借入金の返済による支出  △15,259 △4,259 

配当金の支払額  △2 ― 

利息の支払額  △650 △591 

その他  0 △24 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △29,789 △1,482 
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前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  556 665 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少額：△)  △1,835 2,711 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,545 1,894 

連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等

額の増加額 
 184 ― 

連結子会社の減少に伴う現金及び現金同等

額の減少額 
 ― △8 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,894 4,597 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――――――― 

 

当社グループは、前連結会計年度において2,715百万

円、当連結会計年度において7,077百万円の当期純損失

を計上した。その結果、利益剰余金がマイナス1,578百

万円になっている。当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。 

当社グループは平成16年３月30日に新中期経営計画を

発表したが、この新中期経営計画の実行により、利益あ

る持続した成長に向けた経営基盤の構築を目指し、当該

状況を解消すべくグループを挙げてまい進していく所存

である。また、資本充実のために、割当先を三菱信託銀

行株式会社とする優先株式発行の取締役会決議を平成16

年６月29日に行っている。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、上記のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映していない。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数      30社

連結子会社名については、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状

況」参照。 

PT.カワイインドネシアについて

は前連結会計年度は非連結子会社

であったが、重要性が増したこと

により、また、河合貿易(上海)有

限公司については当連結会計年度

において新たに設立したことによ

りそれぞれ当連結会計年度より連

結の範囲に含めることとし、カワ

イフィニッシングInc.について

は、清算により連結の範囲から除

外している。 

(イ)連結子会社の数      28社

連結子会社名については、「第１

企業の概況 ４ 関係会社の状

況」（９頁）参照。 

前連結会計年度において連結子会

社であったジャパンレジャー開発

㈱は経営権譲渡により連結子会社

でなくなったため連結の範囲から

除いている。 

また、カワイドイチェランド

GmbH.についてはカワイヨーロッ

パGmbH.への吸収合併により連結

子会社から除外している。 

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱カワイ音楽企画、㈱カワイ旅行

センター、カワイアジアPTE Ltd.

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱カワイ旅行センター、カワイア

ジアPTE Ltd.、カワイUK Ltd. 

 (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

る。 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用している。 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

８社

主要な会社名 

㈱カワイ音楽企画、㈱カワイ旅行

センター、カワイアジアPTE Ltd.

なお、PT.カワイインドネシアに

ついては、重要性が増したことに

より当連結会計年度より連結の範

囲に含めている。 

非連結子会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用している。 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

 ７社

主要な会社名 

㈱カワイ旅行センター、カワイア

ジアPTE Ltd.、カワイUK Ltd. 

前連結会計年度において持分法適

用の非連結子会社であった三木の

里グリーンサービス㈱は親会社で

あるジャパンレジャー開発㈱の経

営権譲渡により持分法適用会社か

ら除外している。 

 (ロ)持分法適用の関連会社数  ０社 (ロ)持分法適用の関連会社数  ０社

 (ハ)持分法の適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、その会社の事業年度にかか

る財務諸表を使用している。 

また、債務超過に陥った持分法適

用会社の債務超過額については、

当該会社に対する債権を減額して

いる。 

(ハ)持分法の適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、その会社の事業年度にかか

る財務諸表を使用している。 

また、債務超過に陥った持分法適

用会社の債務超過額については、

当該会社に対する債権を減額して

いる。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、カワイアメリカコ

ーポレーション及びその連結子会社、

並びにカワイヨーロッパGmbH.、カワ

イドイチェランドGmbH.、カワイオー

ストラリアPTY.Ltd.、PT.カワイイン

ドネシア、河合貿易(上海)有限公司の

在外連結子会社10社の決算日は12月31

日である。 

なお、連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行ってい

る。 

連結子会社のうち、カワイアメリカコ

ーポレーション及びその連結子会社、

並びにカワイヨーロッパGmbH.、カワ

イオーストラリアPTY.Ltd.、PT.カワ

イインドネシア、河合貿易(上海)有限

公司の在外連結子会社９社の決算日は

12月31日である。 

なお、連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行ってい

る。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は総平均法によ

り算定) 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 ②時価のないもの 

総平均法に基づく原価

法 

②時価のないもの 

同左 

 デリバティブ 

原則として時価法 

デリバティブ 

同左 

 たな卸資産 

主として総平均法に基づく

原価法 

なお、在外連結子会社は低

価法 

たな卸資産 

同左 

 (ロ) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

主として定率法 

但し、提出会社の賃貸設備

及び在外連結子会社は定額

法 

平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備を

除く。)については定額法 

取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については３

年均等償却 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりである 

 建物及び構築物 

３～50年

 機械装置及び運搬具 

２～15年

(ロ) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、見込利用

可能期間(５年)に基づく定

額法 

②無形固定資産 

同左 

 (ハ) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えて、一

般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等

特定債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。 

(ハ) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 ②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に備えて支給見積額のうち

当期負担すべき額を計上し

ている。 

②賞与引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上している。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の年数(８年)による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理すること

としている。 

なお、カワイアメリカコー

ポレーションは従業員退職

年金制度である。 

③退職給付引当金 

同左 

 (追加情報) 

 当社及び国内連結子会社

は、厚生年金保険法第145条

第２項の規定に基づき、厚

生年金基金解散について、

平成14年９月27日に厚生労

働大臣から解散の認可を受

けた。 

 厚生年金基金解散による影

響額は、退職給付引当金戻入

益2,631百万円、最低責任準

備金不足額拠出701百万円と

なり、差引1,930百万円を特

別利益として当連結会計年度

に計上している。 

―――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ④事業整理損失引当金 

事業整理に伴い発生する損

失に備えるため、当連結会

計年度における損失見積額

を計上している。 

―――――――― 

 ―――――――― ⑤事業構造改革引当金 

事業構造改革の実施に伴い発

生することが見込まれる損失

に備えるため、当連結会計年

度末において合理的に見積ら

れる金額を計上している。 

 (ニ) 重要な外貨建の資産又は負債等

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、当該

会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含め

ている。 

(ニ) 重要な外貨建の資産又は負債等

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

 (ホ) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によ

る。 

(ホ) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ヘ) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

外貨建債権のうち、為替予

約を付すものについては振

当処理を行っている。 

金利オプション及び金利ス

ワップ取引については特例

処理によっている。 

(ヘ) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

外貨建債権のうち、為替予

約を付すものについては振

当処理を行っている。 

金利スワップ取引について

は特例処理によっている。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約、金

利 オ プ シ ョ

ン、金利スワ

ップ 

ヘッジ対象 外貨建債権、

借入金 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約、金

利スワップ 

ヘッジ対象 外貨建債権、

借入金 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する

権限規定及び取引限度額等

を定めた内部規定に基づ

き、為替相場変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジ

することとしている。 

③ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で

為替予約を行い、また、借

入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ

を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っ

ている。 

 ④ヘッジ有効性の評価方法 

為替予約については、当該

ヘッジ対象におけるキャッ

シュ・フローの固定化をす

るものであり、金利オプシ

ョン、金利スワップについ

ては、ヘッジ手段の想定元

本とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、か

つヘッジ開始時及びその後

も継続して、金利変動を相

殺するものと想定すること

ができるため、ヘッジの有

効性の判定は省略してい

る。 

④ヘッジ有効性の評価方法 

為替予約については、当該

ヘッジ対象におけるキャッ

シュ・フローの固定化をす

るものであり、金利スワッ

プについては、ヘッジ手段

の想定元本とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一で

あり、かつヘッジ開始時及

びその後も継続して、金利

変動を相殺するものと想定

することができるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略

している。 

 (ト) 消費税等の会計処理は税抜方式

による。 

(ト)      同左 

 (チ) 自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」(企業

会計基準第１号)が平成14年４

月１日以後に適用されることに

なったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準によってい

る。これによる当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であ

る。 

なお、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度におけ

る連結貸借対照表の資本の部及

び連結剰余金計算書について

は、改正後の連結財務諸表規則

により作成している。 

―――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (リ) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第

４号)が平成14年４月１日以後

開始する連結会計年度に係る連

結財務諸表から適用されること

になったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準及び適用

指針によっている。なお、これ

による影響については、「１株

当たり情報に関する注記」に記

載している。 

―――――――― 

５ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っている。但し、連

結調整勘定の当期計上分はない。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。 

同左 
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(表示方法の変更) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――――――――― 

 

 

 

 

(連結貸借対照表関係) 

「流動負債」の「未払費用」は、前連結会計年度におい

て、「その他」に含めて表示していたが、負債及び資本

の合計額の100分の５を超えたので区分掲記している。

なお、前連結会計年度の「未払費用」の金額は2,406百

万円である。 

 

(追加情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (子会社の民事再生手続開始) 

連結子会社でゴルフ場(三木の里カントリークラブ)を経

営するジャパンレジャー開発株式会社は、平成14年11月

１日付で民事再生手続開始の申立てを東京地方裁判所に

行い、平成15年６月４日の債権者集会において再生計画

案が可決となり同裁判所より認可決定された。 

なお、同連結子会社の事業整理にあたっての損失見積額

6,941百万円は当連結会計年度に特別損失に計上してい

る。 

―――――――――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

※１ 担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保提供資産 

定期預金 700百万円

有価証券 19百万円

有形固定資産 9,823百万円

投資その他の資産 1,320百万円
 

※１ 担保提供資産及び担保付債務 

(1) 担保提供資産 

売掛金 74百万円

有価証券 49百万円

有形固定資産 9,018百万円

投資その他の資産 986百万円
 

(2) 担保付債務 

短期借入金 5,682百万円

社債及び長期借入金 4,228百万円
 

(2) 担保付債務 

短期借入金 4,919百万円

社債及び長期借入金 7,508百万円
 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりである。

投資有価証券(株式) 371百万円

その他(出資金) 74百万円
 

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりである。

投資有価証券(株式) 414百万円

その他(出資金) 82百万円
 

 ３ 保証債務 

下記に譲渡した債権について保証を行っている。

ゼネラル・エレクトリック・キャピタル・ 

コンシューマー・ファイナンス株式会社 

3,123百万円

また下記取引先等の金融機関からの借入金268百

万円について保証を行っている。 

北陸鋳物協業組合 244百万円

その他 16件 24百万円
 

 ３ 保証債務 

下記に譲渡した債権について保証を行っている。

ゼネラル・エレクトリック・キャピタル・ 

コンシューマー・ファイナンス株式会社 

1,589百万円

また下記取引先等の金融機関からの借入金161百

万円について保証を行っている。 

北陸鋳物協業組合 148百万円

その他 16件 13百万円
 

 ４ 手形割引高 

受取手形割引高 177百万円

輸出手形割引高 1百万円
 

 ４ 手形割引高 

受取手形割引高 1百万円

輸出手形割引高 1百万円
 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式72,000,000株

である。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式72,000,000株

である。 

※６ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社が保有

する自己株式の数は、普通株式21,494株である。

※６ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社が保有

する自己株式の数は、普通株式28,229株である。

 ７ 当社及び連結子会社(株式会社カワイアシスト及

びカワイ精密金属株式会社)においては、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結して

いる。これら契約に基づく当連結会計年度末にお

ける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりである。 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額 

6,271百万円

借入実行残高 4,532百万円

差引額 1,738百万円
 

 ７ 当社及び連結子会社(カワイ精密金属株式会社)に

おいては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結している。これら契約に基づく当連

結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次のとおりで

ある。 

当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額 

4,607百万円

借入実行残高 3,235百万円

差引額 1,372百万円
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりである。 

 建物及び構築物除却損 66百万円 

 機械装置及び運搬具除却損 16百万円 

 その他の資産除却損 27百万円 

計 110百万円 
 

※１ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりである。 

 建物及び構築物除却損 43百万円 

 機械装置及び運搬具除却損 20百万円 

 その他の資産除却損 13百万円 

計 77百万円 
 

※２ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりである。 

 建物及び構築物売却損 15百万円 

 機械装置及び運搬具売却損 0百万円 

 その他の資産売却損 0百万円 

計 16百万円 
 

※２ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりである。 

 その他の資産売却損 0百万円 

計 0百万円 
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

879百万円 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

850百万円 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成15年３月31日) 

 現金及び預金勘定 3,325 百万円

 預入期間が３か月を超える 
 定期預金 

△1,430 百万円

 現金及び現金同等物 1,894 百万円
  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成16年３月31日) 

 現金及び預金勘定 5,308 百万円

 預入期間が３か月を超える 
 定期預金 

△710 百万円

 現金及び現金同等物 4,597 百万円
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産 
の「その他」 

4,125 2,207 1,917

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産
の「その他」

3,620 1,960 1,659

 
② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 674百万円 

 １年超 1,293百万円 

 合計 1,968百万円 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 604百万円 

 １年超 1,099百万円 

 合計 1,704百万円 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 支払リース料 841百万円 

 減価償却費相当額 783百万円 

 支払利息相当額 47百万円 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

 支払リース料 776百万円 

 減価償却費相当額 726百万円 

 支払利息相当額 44百万円 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(貸主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

有形固定資産 
の「その他」 

92 66 25

 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

有形固定資産
の「その他」

93 77 15

 
② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 16百万円 

 １年超 12百万円 

 合計 28百万円 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 13百万円 

 １年超 4百万円 

 合計 18百万円 
 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 39百万円 

 減価償却費 32百万円 

 受取利息相当額 3百万円 
 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 19百万円 

 減価償却費 16百万円 

 受取利息相当額 1百万円 
 

④ 利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によってい

る。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成15年３月31日) 

 

  
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

 
差額 

(百万円) 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの) 

① 国債・地方債等  69 73  3 

② 社債  ― ―  ― 

③ その他  285 290  5 

小計  354 364  9 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの) 

① 国債・地方債等  ― ―  ― 

② 社債  ― ―  ― 

③ その他  25 24  △0 

小計  25 24  △0 

合計  379 388  9 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成15年３月31日) 

 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

 
差額 

(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

(1) 株式  371 854  482 

(2) 債券      

① 社債  5 5  0 

(3) その他  ― ―  ― 

小計  376 859  482 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(1) 株式  184 168  △15 

(2) 債券  ― ―  ― 

(3) その他  15 9  △5 

小計  199 178  △21 

合計  576 1,037  461 

(注) 当連結会計年度において、有価証券について318百万円(その他有価証券で時価のある株式318百万円)減損

処理を行っている。 
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３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成14年４月１日 至平成15年３月31日) 

 
売却額 
(百万円) 

 
売却益の合計額 

(百万円) 
売却損の合計額 

(百万円) 

182  13 17 

 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内訳及び連結貸借対照表計上額(平成15年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 ― 

(2) その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 369百万円

 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成15年３月31

日) 

 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

 
10年超 
(百万円) 

① 債券      

国債・地方債等  19 49 ―  ― 

社債  5 ― ―  ― 

その他  ― 310 ―  ― 

② その他  ― ― 9  ― 

合計  24 359 9  ― 
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当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成16年３月31日) 

 

  
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

 
差額 

(百万円) 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの) 

① 国債・地方債等  69 71  1 

② 社債  ― ―  ― 

③ その他  305 308  3 

小計  374 379  4 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの) 

① 国債・地方債等  ― ―  ― 

② 社債  ― ―  ― 

③ その他  5 4  △0 

小計  5 4  △0 

合計  379 384  4 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成16年３月31日) 

 

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

 
差額 

(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

(1) 株式  254 704  449 

(2) 債券  ― ―  ― 

(3) その他  ― ―  ― 

小計  254 704  449 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

(1) 株式  ― ―  ― 

(2) 債券  ― ―  ― 

(3) その他  15 13  △1 

小計  15 13  △1 

合計  270 718  447 

 



― 57 ― 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

 
売却額 
(百万円) 

 
売却益の合計額 

(百万円) 
売却損の合計額 

(百万円) 

815  507 ― 

 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内訳及び連結貸借対照表計上額(平成16年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 ― 

(2) その他有価証券 

  非上場株式(店頭売買株式を除く) 368百万円

 

 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成16年３月31

日) 

 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

 
10年超 
(百万円) 

① 債券      

国債・地方債等  69 ― ―  ― 

社債  ― ― ―  ― 

その他  20 290 ―  ― 

② その他  ― 13 ―  ― 

合計  89 303 ―  ― 

 


